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電力供給におけるクーリング・オフ対応（案）について

電力広域的運営推進機関
企画部



2電力供給開始後にクーリング・オフを行う場合の課題

特定商取引に関する法律の改正について、平成２７年１１月２４日付で消費者委員会にて諮問が行
われたところ。今後消費経済審議会にて諮問が行われる予定であり、小売供給契約も、訪問販売、電
話勧誘の２類型について、クーリング・オフの適用対象となる方向で検討がなされている。

■スイッチング支援に関する実務者会議としての検討課題
１：クーリング・オフを通知したが、新たな小売電気事業者をすぐに決定できず、廃止申込が処理されて
電気の供給が途絶える可能性
－廃止日が先行し、再点が後日申込まれる場合としてp３に整理

２：クーリング・オフを通知する書面が小売電気事業者に到達する時期が明確でないため、再点申込
時に廃止申込がなされていない可能性
－再点申込日が先行し、廃止が後日申込まれる場合としてp４に整理

※別紙にて、クーリング・オフの通知を受けた小売電気事業者の廃止申込フロー（案）を示す。



3廃止日が先行し、再点が後日申込まれる場合

△ △
再点申込日

託送契約：新小売B

託送契約の主体

需要家のクーリング・オフ意思確認日

・クーリングオフ意思確認日（廃止日）から再点日までの期間の電気の
使用分については、新小売B申込の際、廃止日にさかのぼり再点する
ことで対応してはどうか。

廃止日

託送契約：現小売A

Ｘ日（需要者は●日以内に再点申込を行う）

■各事業者の求められる所作（想定）

△
小売Ａ
供給開始

・現小売Ａは当該一般送配電へ”クーリング・オフによる廃止”である旨を電話連絡等にて伝える。
・一般送配電は廃止申込受付後、需要者に対し無契約による供給停止の可能性について注意喚起
を行う。”クーリング・オフによる廃止”の連絡を受けた場合には、即時供給停止は行わない（猶予期間
は小売電気事業者申出の解約時と同等の５日程度か。）
・新小売Ｂは無契約での電気の使用期間が発生しないよう、需要者から使用開始日をヒアリングし、
廃止日まで遡り再点申込するよう努める。
（or再点申込時に送配電がクーリング・オフによる廃止を認識しているため、再点申込受付後に前契
約の廃止日を送配電→新小売Ｂへ連絡）
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△ △
再点申込日

託送契約：新小売B託送契約の主体

需要家のクーリング・オフ意思確認日

廃止日

託送契約：現小売A

郵送等による確認日のラグ
（通常、長くとも２～３日程度か）

・需要者の再点申込時点で現小売Ａにクーリング・オフの通知書が届いていな
い場合に想定される。この場合、需要者に配達記録等の確認を依頼し、書面
到達日を確認する。（クーリング・オフによる廃止の根拠）
書面到達日以降であれば、廃止再点のアンマッチとして処理してはどうか。

再点申込日が先行し、廃止が後日申込まれる場合

△
小売Ａ
供給開始

■各事業者の求められる所作（想定）

・新小売Ｂは再点申込後、“契約中に再点申込有り”の受付工程となるため、需要者へ状況を確認す
る必要がある。（クーリング・オフによるものか引越しに伴うものか判別不能のため）
→クーリング・オフに伴うものであった場合、需要者に書面到達日を確認の上、送配電事業者にアン
マッチの解消を依頼する。
・現小売Ａはクーリング・オフの通知書面を受領次第、廃止申込とともに当該一般送配電へ”クーリング
オフによる廃止”である旨を電話連絡等にて伝える。
・一般送配電は新小売Ｂから廃止再点のアンマッチの解消依頼を受け、現小売Ａ、新小売Ｂと協議の
上調整を行う。
（本ケースの場合、需要者の予期しない供給遮断は発生しないと思われる）



5参考（第３回制度設計専門会合 資料３より抜粋）


